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県内純生産（市場価格表示） 固定資本減耗

2兆4002億円 　 6113億円

生産・輸入品に課される税－補助金
2182億円

営業余剰・混合所得
6086億円

 　

企業所得

5857億円

財産所得 638億円

財貨・サービスの純移出（移出－移入）

（統計上の不突合を含む）

996億円

　 県内総資本形成 7114億円

県外からの純所得 304億円
（要素費用表示）

※端数処理のため、計が一致しないことがあります。

県内純生産（要素費用表示）

2兆1821億円

中間投入額

2兆7292億円

県内総生産

3兆116億円

雇用者報酬

1兆5735億円

雇用者報酬

1兆5629億円

（市場価格表示）

（市場価格表示）

県内総生産（支出側）

3兆116億円

民間最終消費支出

1兆4873億円

政府最終
消費支出

7132億円

（＝県民総生産）

県 内 総 生 産

（市場価格表示）

県 民 総 所 得

（要素費用表示）
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面

分

配
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（市場価格表示）

県民所得(分配)

（ 支 出 側 ）

県 内 総 生 産

県 内 純 生 産

県 内 純 生 産

5兆7407億円

3兆116億円

2兆4002億円

2兆1821億円

2兆2124億円

3兆116億円

3兆419億円
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１　経済成長率

　　　　　名目　　３．９％　（国 １．０％）

　　　　　実質　　５．０％　（国 １．９％）

　第１表　経済成長率の推移

　図１　経済成長率の推移（名目）

　図２　経済成長率の推移（実質）

　平成１９年度の日本経済は、前半は世界経済の順調な回復を反映し、輸出関連業種を中心

として堅調に推移したが、年度後半からのアメリカ経済の減速や原油・原材料価格の高騰に

より、景気回復を支えてきた企業部門の勢いが徐々に弱まり、設備投資や輸出の伸びが鈍化

した。

　この結果、国内総生産(=GDP)は、名目1.0％増、実質1.9％増と、名目では５年連続、実質

では６年連続のプラス成長となった。

　このような日本経済の状況のなかで、本県においては、建設業（対前年度増加率6.2％

減）、卸売・小売業（同4.2％減）、運輸・通信業（同2.5％減）などは減少したものの、製

造業（同17.0％増）、サービス業（同2.3％増）、電気・ガス・水道業（同4.1％増）などが

増加し、経済成長率は、名目3.9％増、実質5.0％増と、名目では５年連続、実質では６年連

続のプラス成長となった。
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（単位：％）

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

県 △ 0.4 0.6 0.8 △ 0.6 △ 3.9 △ 1.5 1.4 0.4 0.3 0.3 3.9

国 0.9 △ 2.0 △ 0.8 0.9 △ 2.1 △ 0.8 0.8 1.0 0.9 1.5 1.0

県 △ 1.3 1.0 2.0 0.8 △ 2.5 0.6 2.7 1.8 2.2 1.5 5.0

国 △0.0 △ 1.5 0.7 2.6 △ 0.8 1.1 2.1 2.0 2.3 2.3 1.9

年　　　度

名　目

実　質
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２　一人当たり県民所得

第２表  一人当たり県(国)民所得の推移

図３  一人当たり県（国）民所得の推移

　※　一人当たり県（国）民所得は、企業の所得なども含んだ指標であり、個人の
　　給与や収入を示したものではありません。

　平成１９年度の県民所得総額を総人口（平成１９年１０月１日現在）で除した
「一人当たり県民所得」は、257万5千円となり、対前年度増加率は5.0％増（前年
度0.6％減）となった。
　これを、一人当たり国民所得293万4千円と比べると、35万9千円下回っており、
県の所得水準（国＝100）は87.8となった。

　　一人当たり県民所得　２５７万５千円
　　対前年度増加率　　　５．０％増
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所得水準（右目盛。国＝１００）

単位：千円、％

年　度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

県民所得 2,615 2,592 2,550 2,573 2,574 2,467 2,417 2,447 2,429 2,468 2,452 2,575

対前年度増加率 - △ 0.9 △ 1.6 0.9 0.0 △ 4.2 △ 2.0 1.2 △ 0.7 1.6 △ 0.6 5.0

国民所得 3,022 3,031 2,918 2,876 2,929 2,840 2,791 2,804 2,849 2,865 2,924 2,934

対前年度増加率 - 0.3 △ 3.7 △ 1.4 1.8 △ 3.0 △ 1.7 0.5 1.6 0.6 2.1 0.3

所得水準(国=100) 86.5 85.5 87.4 89.5 87.9 86.9 86.6 87.3 85.3 86.1 83.9 87.8

　※国の値は、「国民経済計算年報（平成２１年版）」（内閣府）による。
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３　県内総生産

　　県内総生産（名目）　３兆１１６億円
　　対前年度増加率　　　３．９％増

　　図４　県内総生産の推移

 

 

　平成１９年度の県内総生産(名目)は、3兆116億円、対前年度増加率3.9％増(前年度0.3％
増)となった。
　これは、建設業（対前年度増加率6.2％減）、卸売・小売業（同4.2％減）、運輸・通信業
（同2.5％減）などは減少したものの、製造業（同17.0％増）、サービス業（同2.3％増）、
電気・ガス・水道業（同4.1％増）などが増加したためである。
　なお、県内総生産（実質）は、3兆3,550億円、対前年度増加率5.0％増(前年度1.5％増)と
なった。
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　　図５　県内総生産の構成比（平成１９年度）

　　図６  経済活動別増加寄与度（平成１９年度）
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 2.7％

※各産業の構成比の中には帰属利子等を含んでいるため、合計は100％にならない。
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第３表  県内総生産（名目）
単位：百万円、％

平成１８年度 平成１９年度 １８ １９ １８ １９ １８ １９

１ 2,515,132 2,620,734 △ 0.2 4.2 86.7 87.0 △ 0.2 3.6

　第１次産業 82,028 86,914 △ 10.8 6.0 2.8 2.9 △ 0.3 0.2

82,028 86,914 △ 10.8 6.0 2.8 2.9 △ 0.3 0.2

農 業 61,364 64,684 △ 13.0 5.4 2.1 2.1 △ 0.3 0.1

林 業 2,439 2,569 9.1 5.3 0.1 0.1 0.0 0.0

水 産 業 18,225 19,661 △ 4.8 7.9 0.6 0.7 △ 0.0 0.0

　第２次産業 803,000 893,282 3.0 11.2 27.7 29.7 0.8 3.1

3,476 3,133 18.3 △ 9.9 0.1 0.1 0.0 △ 0.0

604,858 707,572 5.7 17.0 20.9 23.5 1.1 3.5

194,666 182,577 △ 4.9 △ 6.2 6.7 6.1 △ 0.3 △ 0.4

　第３次産業 2,083,477 2,098,040 △ 0.5 0.7 71.8 69.7 △ 0.4 0.5

145,382 151,348 △ 11.6 4.1 5.0 5.0 △ 0.7 0.2

254,872 244,123 △ 2.5 △ 4.2 8.8 8.1 △ 0.2 △ 0.4

132,839 133,796 △ 7.3 0.7 4.6 4.4 △ 0.4 0.0

304,402 308,701 1.2 1.4 10.5 10.3 0.1 0.1

174,413 170,042 0.7 △ 2.5 6.0 5.6 0.0 △ 0.2

618,196 632,528 2.0 2.3 21.3 21.0 0.4 0.5

２ 371,951 377,660 0.4 1.5 12.8 12.5 0.1 0.2

 ３ 81,422 79,841 8.6 △ 1.9 2.8 2.7 0.2 △ 0.1

４ 2,968,505 3,078,236 0.1 3.7 102.4 102.2 0.1 3.8

５ 30,566 33,311 12.9 9.0 1.1 1.1 0.1 0.1

６ 15,224 18,247 3.8 19.9 0.5 0.6 0.0 0.1

７ 84,055 81,746 △ 3.0 △ 2.7 2.9 2.7 △ 0.1 △ 0.1

2,899,791 3,011,553 0.3 3.9 100.0 100.0 0.3 3.9

※端数処理の関係で各項目の計が、産業毎の計や県内総生産と一致しない場合があります。

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

運 輸 ・ 通 信 業

サ ー ビ ス 業

（控除）帰 属 利 子

県 内 総 生 産
（ ４ ＋ ５ － ６ － ７ ）

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

対 家 計 民 間 非 営 利

サ ー ビ ス 生 産 者

輸 入 品 に 課 さ れ る 税 ・ 関 税

小 計 （ １ ＋ ２ ＋ ３ ）

（控除）総資本形成に係る消費税

対前年度
増加寄与度

産 業

農 林 水 産 業

鉱 業

総　生　産
項　　　　　目

対前年度
増 加 率

構　成　比
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　第４表  県内総生産（実質）

単位：百万円、％

平成１８年度 平成１９年度 １８ １９ １８ １９ １８ １９ １８ １９

１ 2,797,977 2,951,632 1.1 5.5 87.5 88.0 1.0 4.8 89.9 88.8

　第１次産業 89,943 101,226 △ 11.8 12.5 2.8 3.0 △ 0.4 0.4 91.2 85.9

89,943 101,226 △ 11.8 12.5 2.8 3.0 △ 0.4 0.4 91.2 85.9

農 業 64,535 74,002 △ 14.3 14.7 2.0 2.2 △ 0.3 0.3 95.1 87.4

林 業 3,755 4,132 3.9 10.1 0.1 0.1 0.0 0.0 65.0 62.2

水 産 業 22,328 23,605 △ 4.4 5.7 0.7 0.7 △ 0.0 0.0 81.6 83.3

　第２次産業 942,802 1,078,251 5.9 14.4 29.5 32.1 1.7 4.2 85.2 82.8

4,350 3,620 20.2 △ 16.8 0.1 0.1 0.0 △ 0.0 79.9 86.5

746,681 906,781 9.9 21.4 23.4 27.0 2.1 5.0 81.0 78.0

197,816 183,850 △ 5.5 △ 7.1 6.2 5.5 △ 0.4 △ 0.4 98.4 99.3

　第３次産業 2,246,608 2,264,386 0.1 0.8 70.3 67.5 0.1 0.6 92.7 92.7

200,810 213,576 △ 6.8 6.4 6.3 6.4 △ 0.5 0.4 72.4 70.9

262,807 249,521 △ 3.1 △ 5.1 8.2 7.4 △ 0.3 △ 0.4 97.0 97.8

128,918 128,923 △ 9.0 0.0 4.0 3.8 △ 0.4 0.0 103.0 103.8

307,086 311,900 1.5 1.6 9.6 9.3 0.1 0.2 99.1 99.0

193,727 189,342 1.8 △ 2.3 6.1 5.6 0.1 △ 0.1 90.0 89.8

674,820 691,501 2.8 2.5 21.1 20.6 0.6 0.5 91.6 91.5

２ 390,404 396,313 1.0 1.5 12.2 11.8 0.1 0.2 95.3 95.3

３
86,847 85,130 8.6 △ 2.0 2.7 2.5 0.2 △ 0.1 93.8 93.8

４ 3,275,385 3,432,220 1.3 4.8 102.5 102.3 1.3 4.9 90.6 89.7

５ 23,156 23,531 3.1 1.6 0.7 0.7 0.0 0.0 132.0 141.6

６ 17,550 19,669 2.7 12.1 0.5 0.6 0.0 0.1 86.7 92.8

７ 84,803 81,820 △ 4.9 △ 3.5 2.7 2.4 △ 0.1 △ 0.1 99.1 99.9

８ 3,196,504 3,354,969 1.5 5.0 100.0 100.0 1.5 5.0 90.7 89.8

９ 473 △ 148 － － － － － － － －

※　連鎖デフレーターにより項目毎に計算しているため、項目の計が産業の計や県内総生産と一致しない場合があります。

不 動 産 業

産 業

農 林 水 産 業

鉱 業

製 造 業

運 輸 ・ 通 信 業

サ ー ビ ス 業

対前年度
増加寄与度項　　　　　目

対前年度
増 加 率

構　成　比

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

デフレーター

県 内 総 生 産

開 差 ｛ 8-(1+2+3+5-6-7) ｝

(控除)総資本形成に係る消費税

（控除）帰 属 利 子

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

対 家 計 民 間 非 営 利

サ ー ビ ス 生 産 者

小 計

輸入品に課される税・関税

総　生　産
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４　経済活動別県内総生産

（１）第１次産業

　　図７　第１次産業の推移

　※棒グラフ内の数値は、第１次産業に占める各産業の割合を表示(単位：％）

（第１次産業を構成する主な産業）

　a．農　業

　ｂ．水産業

　　図８　農業、水産業の推移（対前年度増加率）

          

　総生産額（名目）は869億円、対前年度増加率は6.0％増（前年度10.8％減)となり、
県内総生産に占める割合（構成比）は2.9％となった。

　総生産額（名目）は647億円、対前年度増加率は5.4％増（前年度13.0％減)となった。　

　総生産額（名目）は197億円、対前年度増加率は7.9％増（前年度4.8％減)となった。

　これは、構成比が最も高いのりの収穫量が増加したことに加え、海面漁業のうち貝類
及びさば類の漁獲量が増加したことなどによる。

　これは、平成１８年度の台風被害等により大幅に減少した米、大豆及び果実等の収穫
量が１９年度に増加したことなどによる。
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（２）第２次産業

　　　図９　第２次産業の推移

※棒グラフ内の数値は、第２次産業に占める各産業の割合を表示（単位：％）

（第２次産業を構成する主な産業）

　a．製造業

　　　　　図１０　製造業の業種別増加寄与度（平成１９年度）

　総生産額（名目）は8,933億円、対前年度増加率は11.2％増(前年度3.0％増)となり、
県内総生産に占める割合（構成比）は29.7％となった。

　県内総生産（名目）の大きな割合（構成比23.5％）を占める製造業の総生産額は
7,076億円､対前年度増加率は17.0％増（前年度5.7％増）となった。

　これは、電気機械、化学、一次金属などほとんどの業種の総生産額が増加したことに
よる。
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　図１１　製造業の業種別構成比の推移

　図１２　製造業の業種別特化係数（平成１９年度）

　ｂ．建設業

め全体として減少し、公共部門も土木工事額が減少したことなどによる。

　　　　　図１３  建設業の推移（対前年度増加率）

　総生産額（名目）は1,826億円､対前年度増加率は6.2％減（前年度4.9％減）となった。
　これは、民間部門の建築工事について、居住用が増加したものの産業用が減少したた
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　特化係数とは…

　　全国平均を1.0として､県の産業構造が
　どの産業にどの程度のかたよりをもって
　いるかを表す数値である。
　
　・特化係数＝県の構成比／国の構成比

○　製造業の国との比較を特化係数で
　みると、電気機械、金属製品、食料
　品、窯業・土石製品、パルプ・紙な
　どに特化している。
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（３）第３次産業

　　　　図１４  第３次産業の推移

            

　　※棒グラフ内の数値は、第３次産業に占める各産業の割合を表示（単位：％）

（第３次産業を構成する主な産業）

　a．電気･ガス･水道業

 これは､発電量の増加により電気業の総生産額が増加したことなどによる。

　　　　　図１５　電気・ガス・水道業の推移（対前年度増加率）

　　　　　

　総生産額（名目）は2兆980億円､対前年度増加率は0.7％増（前年度0.5％減)となり、
県内総生産に占める割合（構成比）は69.7％となった。

 総生産額（名目）は1,513億円、対前年度増加率は4.1％増（前年度11.6％減）となった。
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　b．卸売・小売業

　　　　図１６　卸売・小売業の推移（対前年度増加率）

　ｃ．金融･保険業

　　　　図１７　金融・保険業の推移（対前年度増加率）

　ｄ．サービス業

　　　　図１８　サービス業の推移（対前年度増加率）

　総生産額（名目）は2,441億円、対前年度増加率は4.2％減（前年度2.5％減）となった。
　これは、卸売業、小売業ともに原油価格高騰の影響等により販売に係るコストが増加
したことなどによる。

　総生産額（名目）は1,338億円、対前年度増加率は0.7％増（前年度7.3％減）となった。
　これは、保険業において、平成１８年度の台風等の災害により増加した保険金支払額
が１９年度に減少したことなどによる。

　総生産額（名目）は6,325億円、対前年度増加率は2.3％増（前年度2.0％増）となった。
　これは、医療・保健衛生及び介護等の公共サービス業の総生産額が増加したことなど
による。
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５　県民所得（分配）

図１９　県民所得（分配）の推移

図２０　県民所得（分配）の増加寄与度の推移

　平成１９年度の県民所得（分配）は、総額2兆2,124億円、対前年度増加率は4.6％
増（前年度1.0％減）となった。
　これは、財産所得（対前年度増加率8.2％減）は減少したものの、雇用者報酬（同
0.9％増）及び企業所得（同17.9％増）が増加したことによる。

　　　県民所得（分配）　２兆２，１２４億円
　　　対前年度増加率　　４．６％増
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平成１８年度 平成１９年度 １８ １９ １８ １９ １８ １９

１．雇用者報酬 1,549,654 1,562,940 0.3 0.9 73.2 70.6 0.2 0.6

（１）賃金・俸給 1,369,850 1,376,670 0.3 0.5 64.7 62.2 0.2 0.3

（２）雇主の社会負担 179,804 186,269 0.2 3.6 8.5 8.4 0.0 0.3

　ａ．雇主の現実社会負担 139,490 140,509 1.1 0.7 6.6 6.4 0.1 0.0

　ｂ．雇主の帰属社会負担 40,314 45,760 △ 2.7 13.5 1.9 2.1 △ 0.1 0.3

２．財産所得（ａ－ｂ） 69,475 63,806 3.6 △ 8.2 3.3 2.9 0.1 △ 0.3

　ａ．受取（ａ１+②+③+④+ａ２+ａ３） 149,436 143,795 3.0 △ 3.8 7.1 6.5 0.2 △ 0.3

　ｂ．支払（ｂ１+ｂ２+ｂ３） 79,961 79,989 2.6 0.0 3.8 3.6 0.1 0.0

（１）一般政府（ａ１－ｂ１） △ 31,991 △ 35,142 △ 6.9 △ 9.8 △ 1.5 △ 1.6 △ 0.1 △ 0.1

　　ａ１．受取 25,051 22,710 2.2 △ 9.3 1.2 1.0 0.0 △ 0.1

　　ｂ１．支払 57,042 57,851 4.8 1.4 2.7 2.6 0.1 0.0

（２）家計（①＋②＋③＋④） 99,193 95,806 3.8 △ 3.4 4.7 4.3 0.2 △ 0.2

　①利子（ａ２－ｂ２） 571 6,199 109.9 985.5 0.0 0.3 0.3 0.3

　　ａ２．受取 20,969 25,793 38.2 23.0 1.0 1.2 0.3 0.2

　　ｂ２．支払 20,398 19,594 △ 2.7 △ 3.9 1.0 0.9 △ 0.0 △ 0.0

  ②配当（受取） 17,329 12,828 △ 19.7 △ 26.0 0.8 0.6 △ 0.2 △ 0.2

  ③保険契約者に帰属する財産所得 62,899 58,513 2.8 △ 7.0 3.0 2.6 0.1 △ 0.2

  ④賃貸料（受取） 18,393 18,266 △ 1.0 △ 0.7 0.9 0.8 △ 0.0 △ 0.0

（３）対家計民間非営利団体（ａ３－ｂ３） 2,273 3,142 55.3 38.2 0.1 0.1 0.0 0.0

　　ａ３．受取 4,794 5,685 18.9 18.6 0.2 0.3 0.0 0.0

　　ｂ３．支払 2,520 2,544 △ 1.8 0.9 0.1 0.1 △ 0.0 0.0

３．企業所得（法人企業の分配所得受払後） 496,643 585,687 △ 5.6 17.9 23.5 26.5 △ 1.4 4.2

（１）民間法人企業 231,081 319,568 △ 8.9 38.3 10.9 14.4 △ 1.1 4.2

（２）公的企業 29,068 30,178 △ 26.5 3.8 1.4 1.4 △ 0.5 0.1

（３）個人企業 236,494 235,940 1.6 △ 0.2 11.2 10.7 0.2 △ 0.0

　ａ．農林水産業 26,287 29,253 △ 15.5 11.3 1.2 1.3 △ 0.2 0.1

　ｂ．その他の産業 74,838 68,351 8.9 △ 8.7 3.5 3.1 0.3 △ 0.3

　ｃ．持家 135,370 138,336 1.7 2.2 6.4 6.3 0.1 0.1

県　民　所　得 2,115,771 2,212,433 △ 1.0 4.6 100.0 100.0 △ 1.0 4.6

※端数処理の関係で各項目の計が、県民所得と一致しない場合があります。

　単位：百万円、％

項　　　　　目
実      数

対前年度
増 加 率

構  成  比
対前年度
増加寄与度
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（１）雇用者報酬

図２１　雇用者報酬の推移（対前年度増加率）

（２）財産所得

図２２　家計の受取財産所得の推移

（３）企業所得

図２３　企業所得の推移

　財産所得は638億円、対前年度増加率は8.2％減（前年度3.6％増）となった。
　これは、家計の保険契約者に帰属する財産所得が7.0％減少（前年度2.8％増）し
たことや、配当（受取）が26.0％減少（前年度19.7％減）したことなどによる。

　企業所得は5,857億円、対前年度増加率は17.9％増（前年度5.6％減）となった。
　これは、個人企業が0.2％減少（前年度1.6％増）したものの、民間法人企業が
38.3％増加（前年度8.9％減）、公的企業が3.8％増加（前年度26.5％減）したことに
よる。

　雇用者報酬は1兆5,629億円､対前年度増加率は0.9％増（前年度0.3％増）となった。
　これは、賃金･俸給が0.5％増加したことや、退職一時金等の雇主の帰属社会負担が
13.5％増加したことなどによる。
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（４）労働分配率

図２４　労働分配率の推移

※労働分配率＝雇用者報酬／県（国）民所得×１００（％）

県民所得に占める雇用者報酬の割合（労働分配率）は、70.6％(前年度73.2％)となった。
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６　県内総生産（支出側）

　　県内総生産（支出側、名目）　３兆１１６億円
　　対前年度増加率　　　　　　　３．９％増

　

　図２５　県内総生産（支出側）の推移

　図２６　県内総生産（支出側）の主要項目別増加寄与度の推移

　平成１９年度の県内総生産（支出側、名目）は、3兆116億円、対前年度増加率は
3.9％増（前年度0.3％増）となった。
　これは、民間最終消費支出(対前年度増加率1.1％増)、政府最終消費支出(同2.0％
増)及び県内総資本形成(同4.1％増)が増加したことによる。

-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年度

％

9,585 8,660 8,364 8,021 7,822 7,459 6,985 6,675 6,545 6,834 6,832 7,114

5,897 6,022 6,119 6,271 6,478 6,637 6,745 6,738 6,905 6,953 6,993 7,132

14,896 15,229 15,238 15,473 15,153 14,947 15,021 14,833 14,717 14,768
14,873

996462365663479-414-277494377170-193-536

14,710

3.9

0.30.30.4
1.4

-1.5
-3.9

-0.6

0.80.6

-0.4

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

年度

億円

-40.0

-35.0

-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

％対前年度増加率（右目盛）

　民間最終消費支出　　　政府最終消費支出　　　県内総資本形成　　　純移出入等

　民間最終消費支出　　　政府最終消費支出　　　県内総資本形成

- 16 -



第６表　県内総生産（支出側、名目）

平成１８年度 平成１９年度 １８ １９ １８ １９ １８ １９

１．民間最終消費支出 1,471,023 1,487,273 △ 0.4 1.1 50.7 49.4 △ 0.2 0.6

 （１）家計最終消費支出 1,413,535 1,434,920 △ 0.5 1.5 48.7 47.6 △ 0.2 0.7

　　ａ 食料 309,105 310,404 △ 0.8 0.4 10.7 10.3 △ 0.1 0.0

　　ｂ 住居 320,764 327,356 0.4 2.1 11.1 10.9 0.0 0.2

　　ｃ 光熱・水道 73,341 75,939 1.0 3.5 2.5 2.5 0.0 0.1

　　ｄ 家具・家事用品 39,741 42,246 △ 5.3 6.3 1.4 1.4 △ 0.1 0.1

　　ｅ 被服及び履物 46,454 47,497 △ 5.0 2.2 1.6 1.6 △ 0.1 0.0

　　ｆ 保健医療 78,146 80,115 △ 3.0 2.5 2.7 2.7 △ 0.1 0.1

　　ｇ 交通・通信 194,460 201,533 △ 1.6 3.6 6.7 6.7 △ 0.1 0.2

　　ｈ 教育 28,787 28,016 △ 7.5 △ 2.7 1.0 0.9 △ 0.1 △ 0.0

　　ｉ 教養娯楽 141,518 145,516 0.1 2.8 4.9 4.8 0.0 0.1

　　ｊ その他の消費支出 181,219 176,298 3.3 △ 2.7 6.2 5.9 0.2 △ 0.2

（２）対家計民間非営利団体 57,488 52,352 2.4 △ 8.9 2.0 1.7 0.0 △ 0.2

　　  最終消費支出

２．政府最終消費支出 699,271 713,218 0.6 2.0 24.1 23.7 0.1 0.5

（１）国出先機関 76,266 76,119 5.4 △ 0.2 2.6 2.5 0.1 △ 0.0

（２）県 176,115 178,091 0.8 1.1 6.1 5.9 0.0 0.1

（３）市町村 166,591 169,875 1.2 2.0 5.7 5.6 0.1 0.1

（４）社会保障基金 280,299 289,133 △ 1.2 3.2 9.7 9.6 △ 0.1 0.3

　（再掲）

　　　家計現実最終消費 1,900,790 1,926,924 △ 0.0 1.4 65.5 64.0 △ 0.0 0.9

　　　政府現実最終消費 269,505 273,566 △ 0.4 1.5 9.3 9.1 △ 0.0 0.1

３．県内総資本形成 683,250 711,429 △ 0.0 4.1 23.6 23.6 △ 0.0 1.0

（１）総固定資本形成 669,738 697,051 △ 0.0 4.1 23.1 23.1 △ 0.0 0.9

　　ａ 民間 488,238 522,743 1.8 7.1 16.8 17.4 0.3 1.2

　　　（ａ）住宅 82,600 84,700 △ 2.7 2.5 2.8 2.8 △ 0.1 0.1

　　　（ｂ）企業設備 405,638 438,043 2.8 8.0 14.0 14.5 0.4 1.1

　　ｂ 公的 181,500 174,308 △ 4.6 △ 4.0 6.3 5.8 △ 0.3 △ 0.2

　　　（ａ）住宅 3,588 2,741 △ 9.8 △ 23.6 0.1 0.1 △ 0.0 △ 0.0

　　　（ｂ）企業設備 15,603 18,310 10.2 17.3 0.5 0.6 0.0 0.1

　　　（ｃ）一般政府 162,309 153,257 △ 5.7 △ 5.6 5.6 5.1 △ 0.3 △ 0.3

（２）在庫品増加 13,512 14,377 △ 0.6 6.4 0.5 0.5 △ 0.0 0.0

４．財貨・サービスの移出入（純） 46,247 99,634         －         － 1.6 3.3         －         －

    　　　　・統計上の不突合

（１）財貨・サービスの移出 1,827,164 2,044,063 4.4 11.9 63.0 67.9 2.7 7.5

（２）（控除）　〃　の移入 1,759,595 1,797,445 △ 0.2 2.2 60.7 59.7 △ 0.1 1.3

（３）統計上の不突合 △ 21,322 △ 146,984         －         － △ 0.7 △ 4.9         －         －

５．県内総生産（支出側） 2,899,791 3,011,553 0.3 3.9 100.0 100.0 0.3 3.9

　（市場価格）

（参考）

　　県外からの所得（純） 26,976 30,374 △ 34.0 12.6 0.9 1.0 △ 0.5 0.1

　　県民総所得（市場価格） 2,926,767 3,041,927 △ 0.2 3.9 100.9 101.0 △ 0.2 4.0

※端数処理の関係で各項目の計が、県内総生産（支出側）と一致しない場合があります。

項　　　　　目

単位：百万円、％

実　　数
対前年度
増 加 率

構　成　比
対前年度
増加寄与度
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（１）民間最終消費支出　

　図２７　民間最終消費支出の推移（対前年度増加率）

　　　　　　　　　図２８　家計最終消費支出の内訳（平成１９年度）

（２）政府最終消費支出　

　図２９　政府最終消費支出の推移（対前年度増加率）

民間最終消費支出（名目）は、1兆4,873億円で対前年度増加率1.1％増（前年度
0.4％減）となった。
これは、民間最終消費支出の中で96.5％を占める家計最終消費支出のうち、交

通・通信（対前年度増加率3.6％増）、住居（同2.1％増）、教養娯楽（同2.8％増）
などが増加したことによる。

政府最終消費支出（名目）は、7,132億円、対前年度増加率は2.0％増（前年度
0.6％増）となった。
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（３）県内総資本形成　

　図３０　県内総資本形成の推移

　　　　

　　　　

　県内総資本形成（名目）は、7,114億円、対前年度増加率は4.1％増（前年度0.0％
減)となった。
　これは、公的総固定資本形成（対前年度増加率4.0％減）は減少したものの、民間
総固定資本形成（同7.1％増）が増加したことによる。
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